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建退共制度は、建設業の事業主が当機構と退職金共済契約を結び、建設現場で働く労働者に、

働いた日数に応じて掛金を納付することにより、その労働者が建設業界の中で働くことをやめたと

きに、当機構が直接労働者に退職金を支払うという、いわば業界全体での退職金制度です。 

 

 

 

【制度の特徴】 

・退職金は国で定められた基準により計算して確実に支払われます。 

・退職金は、働く企業がかわっても、それぞれの期間をすべて通算して計算されます。 

新たに加入した労働者（被共済者）については、国が掛金の一部（初回交付の共済手帳の 50 日

分）を補助します。 

・事業主が払い込む掛金は、法人では損金、個人では必要経費として全額非課税となります。 

 （法人税法施行令第 135 条第 1 号、所得税法施行令第 64 条第２項） 

・経営事項審査において、建退共制度に加入し適正に履行している場合は、加点評価されます。 

・掛金は、インターネットを利用した電子申請での納付も可能です。 

 

【加入の条件】 

○事業主 

日本国内で建設業を営む事業主であれば、総合・専門・元請・下請・日本法人・外国法人の別を

問わず、専業でも兼業でも、また、建設業法の許可（大臣・知事）を受けているといないとにかかわ

らず、すべて共済契約者となることができます。 

 

○労働者 

  建設業の現場で働く労働者であれば、国籍や大工・左官・鳶・土工・電工・配管工・塗装工・運

転工など職種を問わず、また、月給制・日給制あるいは、工長・班長・世話役などの役付であるか

どうかにも関係なく、すべて被共済者となることができます。 

  また、いわゆる一人親方でも、任意組合を利用し、被共済者となることができます。 

 

 

 

 

 

建設業退職金共済制度 

事業の概要 

内  容 

 

独立行政法人勤労者退職金共済機構 建設業退職金共済事業宮城県支部 

電話：022-263-2973 
http://www.miyagi-kentai.jp/ 

問い合わせ先・参考ＵＲＬ 

そ の 他 

http://www.miyagi-kentai.jp/
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非常時においても企業の事業を継続するために BCP を策定しておくことが有用です。建設業者に

よる BCP 策定の参考となるモデルを公開しています。 

 

 

 

【BCP とは】 

BCP(Business Continuity Plan の略。国内名称は、事業継続計画または緊急時企業継続計画)と

は、想定外の事態が発生した場合に、どのように企業の重要な事業を停止せずに継続していくか

（あるいは早期に再開させるか）、その方法や手順を記載した経営計画・戦略のことです。 

 

【BCP の主な構成】 

● 計画の概要：目的や基本方針、適用範囲 

● 平常時の取り組みで使用する様式：被害想定や訓練計画 

● 緊急事態発生時に使用する様式：災害別の対応態勢基準や対応態勢、緊急事態発生時の活動、

安否確認リスト、現場リスト、復旧計画リストなど 

 

【その他参考事項】 

 以下に載せる BCP モデルは、各事業者が BCP を策定する際に参考にしていただくものです。 

   各事業者の状況に合わせて自由に加筆修正し、より実効性の高い事業継続計画を策定すること

ができます。 

   なお、本県経済商工観光部中小企業支援室では、BCP 策定に役立つセミナーを実施しており、本

ガイドブック１１ページにも掲載していますので、こちらも参照願います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宮城県建設産業 BCP モデル 

事業の概要 

内  容 
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宮城県建設産業 BCP モデル 
 

○○株式会社 

20XX 年 X 月 X 日策定 

 

 

目  次 

（１）本計画の概要  

目的，基本方針，適用範囲 

 

（２）平常時の取り組みで使用する様式  

【様式１】被害想定 

【様式２】訓練計画 

 

（３）緊急事態発生時に使用する様式  

【様式３】災害別の対応態勢基準 

【様式４】対応態勢 

【様式５】緊急事態発生時の活動 

【様式６】安否確認リスト 

【様式７】現場リスト 

【様式８】復旧計画 

【様式９】保有資材及び調達先リスト 

【様式１０】各種連絡先リスト 

【様式１１】備蓄品リスト 

【様式１２】建物・設備被害確認チェックシート 

このBCPモデルは,各事業者がBCP（事業継

続計画）を策定する際に,参考としていただく

ためのものです。 

各事業者の様態に合わせ,自由に加筆修正

し,より実効性の高い事業継続計画としてい

ただければ幸いです。 
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（１）本計画の概要  

① 目的 

この計画は，○○○○株式会社（以下当社）において緊急事態が発生した際の損失の最小化を

図ることを目的として，平常時及び緊急事態発生時の組織，活動内容等について定める。 

 

② 基本方針  

当社の社会的責任を全うするため，本計画に関する基本方針を以下のとおりとする。 

  従業員とその家族の安全を守る。 

  緊急事態発生後も，現在の事業規模を維持し，従業員の雇用を守る。 

  事業の早期再開，もしくは，復旧状況の情報を細やかに提供することにより，顧客の信用を守る。 

  帰宅困難者や地域住民を支援することにより，地域社会に貢献する。 

 

③ 責任者 

  災害対策本部長 代表取締役 ○○ ○○  災害対策副本部長 取締役（副社長） ○○ ○○ 

 

④ 適用範囲 

1) 緊急時対応 

この計画における緊急事態対応は，すべての従業員（契約社員・派遣社員を含む）を対象とする。 

2) 事業継続対応 

この計画における事業継続対応は，原則として，すべての工事・サービス，組織を対象とする。 

ただし，災害後は活用できる人や資源に限りがあるため，重要項目から優先的に対応する。 

 

⑤ 計画の維持管理  担当：○○部 ○○   

建設会社は復旧活動への迅速な対応が求められるため，平常時より，社員全員が事業継続の重

要性を認識すること，本計画の見直し，改善を行うことが重要となる。よって，【様式２】訓練計画に基

づき，訓練を実施する。 

 

（２）平常時の取り組みで使用する様式【様式１，２】 

【様式１】 被害想定 

◎想定される災害について，市区町村や都道府県で公表しているハザードマップなどを収集し，本計画に添付す

る。 

 

災害の種類 説明 被害が想定される建物等 想定される被害の概要 

地震Ａ 震度６以上の 

巨大地震 

本社，○○支店， 

○○現場事務所 

社屋の一部倒壊又は全壊。参集困難。 

犠牲者の発生。 

地震Ｂ 震度５の地震 ○○現場事務所 ○○現場の資材が散乱。 

大規模水害 ○○川の氾濫 ○○支店，○○現場事務所 参集困難。現場事務所の流失。 

大規模火災  本社 社屋の全焼。犠牲者の発生。 

感染症の流行 新型コロナ 

ウイルスの流行 

－ 感染拡大による工事の一次中止。 
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【様式２】 訓練計画  担当：○○部 ○○ 
訓練名称 内容 参加者 実施場所 実施時期 
避難訓練 震度○の地震を想定し，屋外避難と点呼。 全社員 本社 毎年 X 月 
安否確認 
訓練 

安否確認メールによって，社員の安否を 
確認。 

全社員 社員自宅 毎年 X 月 

机上訓練 【様式５】緊急事態発生時の活動を読み合

わせ，各要員が行うべき対応を確認する。 
警戒態勢メンバー， 
各主担当・副担当 

○○ 
会議室 

 

◎訓練で出た課題を下表に記載。 

 

（３）緊急事態発生時に使用する様式【様式３～１０】 

【様式３】 災害別の対応態勢基準 
※緊急事態発生時には，下表の基準に基づき，災害対策本部長の判断により， 

【様式４】の対応態勢を立ち上げる。 

※対応態勢の終了は，災害対策本部長が宣言する。 
災  害 注 意 態 勢  警 戒 態 勢  緊 急 態 勢  

地 震 

・○○地域で震度 4 と発表された場

合。 
・○○地域沿岸に津波注意報が発表さ

れた場合。 

・○○地域で震度 5
弱／強と発表され

た場合。 
・○○地域沿岸に

津波警報が発表さ

れた場合。 

・○○地域で震度6弱以上と発表された場

合及び，地震による重大な被害が発生し

た場合。 
・津波警報が発表され津波による重大な被

害が発生又は，発生のおそれがあると災

害対策本部長が判断した場合。 

洪 水 

・○○地域で洪水注意報が発表された

場合。 
・○○地域で洪水

警報が発表され

た場合。 

・○○地域で氾濫危険情報が発表された場

合。 
・○○地域で氾濫発生情報が発表された場

合。 

大 雨 

・○○地域で大雨注意報が発表された

場合。 
・○○地域で大雨

警報が発表され

た場合。 

・○○地域で大雨特別警報が発表された場

合。 

暴 風 

・○○地域で暴風警報が発令され，災

害のおそれがあると災害対策本部

長が判断した場合。 

・○○地域で暴風警報が発令され，災害が発生した場合。 

その他の災

害・事故・感

染症の流行等 

・災害対策本部長が必要と認めた場合。 

 

課題 実施すべき具体的対策 影響度 対策時期 備考 担当 

社長が参集できないことにより，指

揮命令系統が麻痺。 

副社長を代行者として 

選定。 

中 20XX 年 

XX 月 XX 日 

 災害対策 

本部長 

社屋の倒壊により，災害対策本部

が予定の場所に設置できない。 

○○支店を代替場所 

として設定。 

大 20XX 年 

XX 月 XX 日 

 総務部 

○○ 

火災により工事関係データが消

失。 

バックアップを作成し， 

○○支店に保管する。 

大 20XX 年 

XX 月 XX 日 

 建設部 

○○ 



- 67 - 
 

【様式４】 対応態勢 ※緊急事態発生時における活動は,下図の対応態勢により,臨機応変かつ組織的に行う。 

             また, 必要に応じ，下図を連絡網として活用する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【様式５—１】 緊急事態（地震）発生時の活動  

□ 時間 対応手順 備考 主担当 副担当 

□ 直後 自己及び家族の安全確保 ※緊急時の連絡手段，避難場

所等 

はあらかじめ決めておく。 

－ － 

□ 直後 初期消火，負傷者の救出等の応急措置  － － 

□ 直後 避難 

・状況に応じ避難及び来訪者の避難誘導。 

一次避難場所：敷地内駐車場 

二次避難場所：○○公園 

－ － 

□ ○時間

以内 

従業員の安否及び参集可否の確認 

※緊急体勢の基準となる事象が発生した場

合，自動的に実施 

・電話又は電子メールにより安否を報告。 

・連絡がない従業員には，担当者から連絡｡ 

【様式６】安否確認リストを

使用。 

※会社の様態に合わせ，災害

伝言 

ダイヤル等の活用も検討。 

○○部 

○○ 

○○部 

○○ 
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・担当者は，災害対策本部長に随時結果を

報告。 

□ ○時間

以内 

対応態勢の決定 

・【様式３】の基準に基づき，災害対策本

部長が対応態勢を決定。 

・電話又は電子メールにより，全社員へ連

絡。 

【様式３】災害別の対応態勢基

準を使用。 
【様式４】対応態勢を連絡網

として使用。  

災害対策

本部長 

災害対策

副本部長 

□ ○時間

以内 

参集 

・対応態勢決定の連絡を受け次第，【様式

４】に基づき，対象職員は参集。 

（自らの安全確保を最優先すること。） 

・状況に応じ，代替拠点への参集，緊急参

集メンバー以外への参集要請等，災害対策

本部長が指示。 

【様式４】対応態勢を使用。 

※参集した者から順次，上司

の指示の元作業に取りかか

る。 

－ － 

□ ○時間

以内 

 

社屋の被害状況を確認 

・一次避難後社屋の被害状況調査を確認

し，二次避難又は代替拠点への移動を判

断する。 

・使用可能であれば散乱物を撤去し，作業

スペースを確保。 

【様式１２】建物・設備被害

チェックシートを使用。 

○○部 

○○ 

○○部 

○○ 

□ 6時間

以内 

（例） 

災害対策本部会議の開催 

・指揮命令系統を再確認する。 

（参集できないメンバーもいると想定され

るため） 

・役割分担の再確認。主担当，副担当共に

参集できない場合は他の人物を当てる。 

・被害状況，対応状況の報告。 

場所：○○会議室 

【様式３】災害別の対応態勢

基準， 

【様式４】対応態勢を使用。 

災害対策

本部長 

災害対策

副本部長 

□ 6時間

以内 

（例） 

防災協定先への連絡 

・防災協定に基づく業務への対応可能性を

連絡。 

【様式１０】各種連絡先リス

トを使用。 

【様式８】のとおり 

□ 6時間

以内 

（例） 

重要関係先への連絡 

・取引先や顧客に連絡し，被害状況等を共

有する。 

【様式１０】各種連絡先リス

トを使用。 

【様式８】のとおり 

□ 12時

間以内 

（例） 

施工中現場の被害状況確認及び二次災害の

防止 

・被害状況を確認し，必要に応じて応急対

処。 

・危険があれば周辺住民や関係機関に至急

通報。 

【様式７】現場リストを使

用。 

【様式７】のとおり 

□ 24時

間以内

（例） 

社内対応態制の構築 

・通信手段を確保。（必要に応じ，防災無

線を活用。） 

【様式１１】備蓄品リストを

使用。 

○○部 

○○ 

○○部 

○○ 
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・情報システムの被害状況の調査，復旧。 

・避難ルートの確保。 

・応急対策車両を調達。 

（物資運搬，現場確認等に必要となる車

両）  

・救護所を設置。  

・簡易トイレを設置。 

・ゴミの分別・廃棄。 

・備蓄食糧等の配分。 

・必要に応じて水・食糧等を調達。  

・従業員の寝床を確保。  

・社屋や現場等の警備体制を整備。 

□ ○時間

以内 

詳細な被害状況の確認及び状況報告 

・再度，従業員と家族の安否，参集状況を

確認。 

・再度，社屋，設備，施工済み現場，施工

中現場，近隣及び取引先等の被害状況を

確認。 

・施主や取引先等へ自社の状況を報告，相

手の要望等を聞く。 

【様式６】安否確認リスト， 

【様式７】現場リスト， 

【様式１２】建物・設備被害

チェックシート 

を使用。 

 

各担当 

□ ○時間

以内 

業界団体及び同業他社等との調整 

・事前の協定に基づかない災害復旧業務の

依頼が予想されることから，業界団体や

同業他社と随時連絡を取り，積極的に対

応。 

【様式１０ 各種連絡先リス

ト】 

【様式８】のとおり 

□ ○日以

内 

事業継続の判断 

被害状況を踏まえて， 

１）防災協定業務をどの程度実施できるの

か 

２）施工中現場の工事再開時期 

３）施工済み現場の点検及び復旧支援時期 

４）資機材や人員等を外部から調達する必

要性 

等を判断し，指示を行う。 

【様式７ 現場リスト】 社長 副社長 

□ ○日以

内 

資材等の調達 

・事業継続の判断に基づき，必要な資材及

び人員を調達。 

【様式９ 保有資材及び調達

先リスト】 

【様式９】のとおり 

□ ○日以

内 

災害復旧工事の着手 

・協定先等と随時連絡を取り，優先的に取

り組む。 

【様式７ 現場リスト】 【様式７】のとおり 

□ ○日以

内 

施工中工事の再開 

・施主と協議し，順次工事を再開。 

【様式７ 現場リスト】 【様式７】のとおり 
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□ ○日以

内 

施工済み工事の点検及び復旧支援 

・顧客と協議して，順次点検及び復旧支援

を行う。 

【様式７ 現場リスト】 【様式７】のとおり 

 

 

【様式５—２】 緊急事態（大雨・洪水）発生時の活動  

□ 時間 対応手順 備考 主担当 副担当 

□ 発生前 情報収集 ※必要に応じ，関係機関と情報

共有。 

○○部 

○○ 

○○部 

○○ 

□ 発生前 対応態勢の決定 

・【様式３】の基準に基づき，災害対策

本部長が対応態勢を決定。 

・電話又は電子メールにより，全社員へ

連絡。 

【様式３】災害別の対応態勢基

準を使用。 
【様式４】対応態勢を連絡網と

して使用。 

災害対策

本部長 

災害対策

副本部長 

□ 発生前 事前避難 

・状況に応じ避難及び来訪者の避難誘導｡ 

避難場所：自宅等 － － 

□ 発生前 事前参集 

・災害対策本部長が決定した対応態勢に

基づき，対象職員は参集。 

【様式４】対応態勢を使用。 

※災害発生後の参集が危険な場

合は，事前に参集するなどの対

応を検討。 

－ － 

□ 発生前 建設資機材の退避・現場の安全確保 【様式７】現場リストを使用。 工事部長 工事部副

部長 

□ 直後 自己及び家族の安全確保 ※緊急時の連絡手段，避難場所

等はあらかじめ決めておく。 

－ － 

□ ○時間

以内 

従業員の安否及び参集可否の確認 

※緊急体勢の基準となる事象が発生した

場合，自動的に実施 

・電話又は電子メールにより安否を報

告。 

・連絡がない従業員には，担当者から連

絡。 

・担当者は，災害対策本部長に随時結果

を報告。 

【様式６】安否確認リストを使

用。 

※会社の様態に合わせ，災害伝

言ダイヤル等の活用も検討。 

○○部 

○○ 

○○部 

○○ 

□ ○時間

以内 

参集 

・災害対策本部長が決定した対応態勢に

基づき，対象職員は参集。 

（自らの安全確保を最優先すること。） 

・状況に応じ，代替拠点への参集，緊急

参集メンバー以外への参集要請等，災害

対策本部長が指示。 

【様式４】対応態勢を使用。 

※参集した者から順次，上司の

指示の元作業に取りかかる。 

－ － 

□ ○時間

以内 

社屋の被害状況を確認 【様式１２】建物・設備被害チ

ェックシートを使用。 

○○部 

○○ 

○○部 

○○ 
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 ・一次避難後社屋の被害状況調査を確認

し，二次避難又は代替拠点への移動を

判断する。 

・使用可能であれば散乱物を撤去し，作

業スペースを確保。 

□ 6時間

以内 

（例） 

災害対策本部会議の開催 

・指揮命令系統を再確認する。 

（参集できないメンバーもいると想定さ

れるため） 

・役割分担の再確認。主担当，副担当共

に参集できない場合は他の人物を当て

る。 

・被害状況，対応状況の報告。 

場所：○○会議室 

【様式３】災害別の対応態勢

基準， 

【様式４】対応態勢を使用。 

災害対策

本部長 

災害対策

副本部長 

□ 6時間

以内 

（例） 

防災協定先への連絡 

・防災協定に基づく業務への対応可能性

を連絡。 

【様式１０】各種連絡先リスト

を使用。 

【様式８】のとおり 

□ 6時間

以内 

（例） 

重要関係先への連絡 

・取引先や顧客に連絡し，被害状況等を

共有する。 

【様式１０】各種連絡先リスト

を使用。 

【様式８】のとおり 

□ 12時間

以内 

（例） 

施工中現場の被害状況確認及び二次災害

の防止 

・被害状況を確認し，必要に応じて応急

対処。 

・危険があれば周辺住民や関係機関に至

急通報。 

【様式７】現場リストを使用。 【様式７】のとお

り 

□ 24時間

以内

（例） 

社内対応態制の構築 

・通信手段を確保。（必要に応じ，防災

無線を活用。） 

・情報システムの被害状況の調査，復旧｡ 

・避難ルートの確保。 

・応急対策車両を調達。 

 （物資運搬，現場確認等に必要となる

車両）  

・救護所を設置。  

・簡易トイレを設置。 

・ゴミの分別・廃棄。 

・備蓄食糧等の配分。 

・必要に応じて水・食糧等を調達。  

・従業員の寝床を確保。  

・社屋や現場等の警備体制を整備。 

【様式１１】備蓄品リストを使

用。 

○○部 

○○ 

○○部 

○○ 

□ ○時間

以内 

詳細な被害状況の確認及び状況報告 【様式６】安否確認リスト， 

【様式７】現場リスト， 

各担当 
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・再度，従業員と家族の安否，参集状況

を確認。 

・再度，社屋，設備，施工済み現場，施

工中現場，近隣及び取引先等の被害状

況を確認。 

・施主や取引先等へ自社の状況を報告，

相手の要望等を聞く。 

【様式１２】建物・設備被害チ

ェックシート 

を使用。 

 

□ ○時間

以内 

業界団体及び同業他社等との調整 

・事前の協定に基づかない災害復旧業務

の依頼が予想されることから，業界団

体や同業他社と随時連絡を取り，積極

的に対応。 

【様式１０ 各種連絡先リス

ト】 

【様式８】のとおり 

□ ○日以

内 

事業継続の判断 

被害状況を踏まえて， 

１）防災協定業務をどの程度実施できる

のか 

２）施工中現場の工事再開時期 

３）施工済み現場の点検及び復旧支援時

期 

４）資機材や人員等を外部から調達する

必要性 

等を判断し，指示を行う。 

【様式７ 現場リスト】 社長 副社長 

□ ○日以

内 

資材等の調達 

・事業継続の判断に基づき，必要な資材

及び人員を調達。 

【様式９ 保有資材及び調達先

リスト】 

【様式９】のとおり 

□ ○日以

内 

災害復旧工事の着手 

・協定先等と随時連絡を取り，優先的に

取り組む。 

【様式７ 現場リスト】 【様式７】のとおり 

□ ○日以

内 

施工中工事の再開 

・施主と協議し，順次工事を再開。 

【様式７ 現場リスト】 【様式７】のとおり 

□ ○日以

内 

施工済み工事の点検及び復旧支援 

・顧客と協議して，順次点検及び復旧支

援を行う。 

【様式７ 現場リスト】 【様式７】のとおり 

 

※この他の想定される災害については，各事業者がそれぞれの様態に合わせて活動計画の作成をお願いいたしま

す。 
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【様式６】 安否確認リスト ※安否確認は，緊急態勢の基準となる事象が発生した場合，自動的に実施。 
更新日：20xx 年 x 月 x 日  （ただし，参集は災害対策本部長の判断を待つ。） 

 部署 役職 
氏名 

自宅 TEL 

携帯電話 
緊急連絡先 

(家族など) 

住所(会社まで

の距離) 

参集方法

(代替) 

安否確認 
備

考 TEL メールアドレス 
本

人 

家

族 

1 
 

社長 ○○ ○○ 
XXXX-XX-

XXXX 

XXX-XXXX-

XXXX 
xxx@xxx.xx.jp  

妻 XXX-

XXXX-XXXX 

○○市○○X-

X-X( XXkm) 

電車 

(徒歩) 
□ □ 

 

2 
 

副社長 ○○ ○○ 
XXXX-XX-

XXXX 

XXX-XXXX-

XXXX 
xxx@xxx.xx.jp 

妻 XXX-

XXXX-XXXX 

○○町○○X-

X-X（(XXkm) 

車 

(自転車) 
□ □ 

 

3 ○○部 部長 ○○ ○○ 
XXXX-XX-

XXXX 

XXX-XXXX-

XXXX 
xxx@xxx.xx.jp 

妻 XXXX-

XX-XXXX 

○○市○○X-

X-X( XXkm) 

電車(自

転車) 
□ □ 

 

4 ○○部 課長 ○○ ○○ 
XXXX-XX-

XXXX 

XXX-XXXX-

XXXX 
xxx@xxx.xx.jp 

夫 XXX-

XXXX-XXXX 

○○町○○X-

X-X( XXkm) 

車 

(自転車) 
□ □ 

 

5 ○○部 主任 ○○ ○○ 
XXXX-XX-

XXXX 

XXX-XXXX-

XXXX 
xxx@xxx.xx.jp 

夫 XXX-

XXXX-XXXX 

○○市○○X-

X-X(XXkm) 

徒歩 
□ □ 

 

6 ○○部 主任 ○○ ○○ 
XXXX-XX-

XXXX 

XXX-XXXX-

XXXX 
xxx@xxx.xx.jp 

妻 XXX-

XXXX-XXXX 

○○市○○X-

X-X(XXkm) 

電車 

(徒歩) 
□ □ 

 
※会社で報告方法を決定しておく。（電話又は電子メール） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●報告内容                【例１】『○○部の○○です。本人家族とも無事です。出社可能です。』 
・名前（フルネームで）    【例２】『○○部の○○です。本人家族とも無事です。出社可能ですが， 
・状況（家族についても）         電車が動かないので代替手段で出社します。』 
・出社の可否              【例３】『○○部の○○です。本人家族とも無事です。交通機関が全面 
                                 ストップしているため，出社できません。』 

mailto:xxx@xxx.xx.jp
mailto:xxx@xxx.xx.jp
mailto:xxx@xxx.xx.jp
mailto:xxx@xxx.xx.jp
mailto:xxx@xxx.xx.jp
mailto:xxx@xxx.xx.jp
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【様式７】 現場リスト 

 

●災害復旧工事（要請に応じて早急に着手） 

 

●施工中工事（顧客対応・点検・二次災害の防止・復旧） 

 
●その他工事 ※顧客管理表，帳簿等を参考とし，対応が必要となる工事を記載することが望ましい。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

優先

順位 
工事名 工期 発注者 発注者担当及び連絡先 当社担当 被害状況 着手日 

備

考 

１ ○○道路復旧工事 
RX 年 X 月 X 日～ 

RX 年 X 月 X 日 
○○市 

○○部○○課○○氏 

T e l：XXXX-XX-XXXX 
E-mail: xxx@xxx.xx.jp  

建設部 ○○ 道路陥没 RX 年 X 月 X 日 

 

優先

順位 
工事名 工期 発注者 発注者担当及び連絡先 当社担当 被害状況 再開時期 

備

考 

２ OO ビル新築工事 
RX 年 X 月 X 日~ 

RX 年 X 月 X 日 

○○株式会

社(1 次下請) 

○○部・○○氏 

T e l：XXXX-XX-XXXX 
E-mail:xxx@xxx.xx.jp 

建設部 ○○ 足場崩落 RX 年 X 月 X 日  

３ ○○解体工事 
RX 年 X 月 X 日~ 

RX 年 X 月 X 日 

○○株式会

社(元請) 

○○部・○○氏 

T e l：XXXX-XX-XXXX 
E-mail:xxx@xxx.xx.jp 

建設部 ○○ なし RX 年 X 月 X 日  

優先

順位 
工事名 工期 発注者 発注者担当及び連絡先 当社担当 被害状況 着手時期 

備

考 

４ OO 邸補修工事 
RX 年 X 月 X 日~ 

RX 年 X 月 X 日 
○○様 

○○様 

T e l：XXXX-XX-XXXX 
E-mail:xxx@xxx.xx.jp 

建設部 ○○ 外壁のひび割れ RX 年 X 月 X 日 

 

mailto:xxx@xxx.xx.jp
mailto:xxx@xxx.xx.jp
mailto:xxx@xxx.xx.jp
mailto:xxx@xxx.xx.jp
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【様式８】 復旧計画 
※中・長期的な復旧計画を記載。 
 

優先順位 業務名 20XX 年 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 

１ 

○○道路復

旧工事 

計画 

 

       

実績        

２ 

○○ビル新

築工事 

計画 

 

       

実績        

３ 

○○解体工

事 

計画  

 

      

実績  

 

      

４ 

○○邸新築

工事 

計画  

 

      

実績  

 

      

 
 
 
 
 
【様式９】 保有資材及び調達先リスト 
●自社が保有している人員，資材リスト           確認日：20XX 年 X 月 X 日 
保有資源 種類 数量 保管場所 
人員 一級土木施工管理技士 X 人 － 

重機オペレーター X 人 － 
機材 バックホウ 0.3 ㎥ X 台 ○○資材置き場 

2t ダンプカー X 台 ○○支店 
発電機 X 台 本社倉庫 

資材 土のう袋（48×62） X 枚 本社倉庫 
土のう袋（25×90） X 枚 ○○支店倉庫 
ブルーシート（3.6m×5.4m） X 枚 本社倉庫 
カラーコーン X 枚 ○○資材置き場 
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●人員，資機材の調達先リスト                            更新日：20XX 年 X 月 X 日 

 組織名 住所 
担当

者名 
TEL 

（FAX） 
E-mail 備考 

当社担当 
（副担当） 

1 
有限会社

○○ 
○○市○○X-X-X 

○○ 

○○ 

XXXX-XX-XXXX 

(XXXX-XX-XXXX) 
xxx@xxx.xx.jp  

・バックホウ，ブルドーザー，簡易ト

イレ，プレハブハウス，発電機 

・主にリース 

○○部○○ 

(○○部○○) 

2 
株式会社

○○ 
○○町○○X-X-X 

○○ 

○○ 

XXXX-XX-XXXX 

(XXXX-XX-XXXX) 
xxx@xxx.xx.jp 

・バックホウ，ブルドーザー，ダンプ

カー 

・主にリース 

○○部○○ 

(○○部○○) 

3 
株式会社

○○ 
○○町○○X-X-X 

○○ 

○○ 

XXX-XXX-XXXX 

(XXX-XXX-XXXX) 
xxx@xxx.xx.jp 

・土のう袋，ブルーシート，保安用品 

・主に買取 
○○部○○ 

(○○部○○) 

 
 
【様式１０】 各種連絡先リスト 
 
更新日：20XX 年 X 月 X 日 

 組織名 住所 担当者名 
TEL 

（FAX） 
E-mail 備考 

当社

担当 

1 ○○協会 ○○市○○X-X-X 
○○部 

○○ ○○ 

XXXX-XX-XXXX 

(XX-XXXX-XXXX) 
xxx@xxx.xx.jp 

・防災協定による業務

対応可能性の連絡 

○○部

○○ 

2 ○○株式会社 ○○町○○X-X-X 
○○部 

○○ ○○ 

XXXX-XX-XXXX 

(XX-XXXX-XXXX) 
xxx@xxx.xx.jp 

・被害状況の共有 ○○部

○○ 

3 宮城県○○土木事務所 ○○市○○X-X-X 
○○部 

○○ ○○ 

XX-XXXX-XXXX 

(XX-XXXX-XXXX) 
xxx@xxx.xx.jp 

 ○○部

○○ 

4 ○○電力（株） ○○町○○X-X-X 
○○部 

○○ ○○ 

XXXX-XX-XXXX 

(XX-XXXX-XXXX) 
xxx@xxx.xx.jp 

 ○○部

○○ 

5 ○○ガス（株） ○○市○○X-X-X 
○○部 

○○ ○○ 

XX-XXXX-XXXX 

(XX-XXXX-XXXX) 
xxx@xxx.xx.jp 

 ○○部

○○ 

6 ○○水道局 ○○町○○X-X-X 
○○部 

○○ ○○ 

XXXX-XX-XXXX 

(XX-XXXX-XXXX) 
xxx@xxx.xx.jp 

 ○○部

○○ 

7 県庁 ○○市○○X-X-X 
○○部 

○○ ○○ 

XXXX-XX-XXXX 

(XX-XXXX-XXXX) 
xxx@xxx.xx.jp 

 ○○部

○○ 

8 市役所 ○○市○○X-X-X 
○○部 

○○ ○○ 

XXXX-XX-XXXX 

(XX-XXXX-XXXX) 
xxx@xxx.xx.jp 

 ○○部

○○ 

9 ○○組合 ○○市○○X-X-X 
○○部 

○○ ○○ 

XX-XXXX-XXXX 

(XX-XXXX-XXXX) 
xxx@xxx.xx.jp 

 ○○部

○○ 

10 ○○新聞 ○○町○○X-X-X 
○○部 

○○ ○○ 

XXXX-XX-XXXX 

(XX-XXXX-XXXX) 
xxx@xxx.xx.jp 

 ○○部

○○ 

 
 
 

mailto:xxx@xxx.xx.jp
mailto:xxx@xxx.xx.jp
mailto:xxx@xxx.xx.jp
mailto:xxx@xxx.xx.jp
mailto:xxx@xxx.xx.jp
mailto:xxx@xxx.xx.jp
mailto:xxx@xxx.xx.jp
mailto:xxx@xxx.xx.jp
mailto:xxx@xxx.xx.jp
mailto:xxx@xxx.xx.jp
mailto:xxx@xxx.xx.jp
mailto:xxx@xxx.xx.jp
mailto:xxx@xxx.xx.jp
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【様式１１】 備蓄品リスト 
 

 品目 目安 備蓄量 備蓄場所 次回更新時期 
備考(配布

記録等) 

1 
水 

３リットル／日×３日×従業員

数 40 人分 
２６４本（2L ﾍﾟｯﾄボトル） 1 階南側倉庫 20XX 年 X 月  

2 食料 
３食／日×３日 

×従業員数 ４０人分 
130 セット（3 食/セット) 1 階南側倉庫 20XX 年 X 月 

  

3 携帯ラジオ，予備電池 適宣 ラジオ：２，予備電池:10 個 総務部事務室内 20XX 年 X 月 
  

4 懐中電灯，予備電池 適宣 懐中電灯：3，予備電池:10 個 総務部事務室内 20XX 年 X 月 
  

5 救急箱 適宣 1 セット 総務部事務室内 － 
  

6 
衛生用具類(マスク，ア

ルコール消毒液など) 
適宣 

マスク：500 枚 

アルコール消毒液：5 本 
1 階南側倉庫 － 

  

7 
工具類 (バール，ハン

マー，ペンチなど) 
適宣 工具セット：1 セット 総務部事務室内 － 

  

8 
ビニールシート，布テー

プ 
適宣 

ビニールシート：3 枚 

布テープ:5 個 
1 階南側倉庫 － 

  

9 ブルーシート 適宣 3 枚 1 階南側倉庫 － 
  

10 毛布 従業員数  分 20 枚 1 階南側倉庫 － 
  

11 

携帯用トイレ(（または，

トイレ用ビニール袋およ

びビニールテープ） 

3 個×3 日×従業員 40 人分 
携帯用トイレ：140 セット 

（3 個/セット） 
1 階南側倉庫 － 

  

12 携帯電話等の充電器 適宣 5 個 1 階南側倉庫 － 
  

13 ハンドマイク，拡声器 適宣 1 個 総務部事務室内 －   
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【様式１２】 建物・設備等被害確認チェックシート 
 

第   報    （   月   日   時   分）    報告者氏名               

①建物の被

害状況 

□確認中    □全壊    □半壊    □被害なし 

状況                           

（危険個所：                ） 

②火災によ

る被害 

□確認中    □被害なし    □被害有 

状況                

□延焼（        ）     □鎮火（        ） 

③周辺の状

況 

状況 

④ライフライ

ンの状況 

電気 
□確認中    □異常なし  □全面停電   □一部停電 

状況 

水道 
□確認中    □異常なし  □全面断水   □一部断水 

状況 

ガス 
□確認中    □異常なし  □全面供給停止  □一部供給停止 

状況 

⑤システム・

通信の状況 

システム 
□確認中    □異常なし    □使用不可 

状況 

インター

ネット 

□確認中    □異常なし    □使用不可 

状況 

ネットワ

ーク 

□確認中    □異常なし    □使用不可 

状況 

電話 
□確認中    □異常なし    □使用不可 

状況 

ＦＡＸ 
□確認中    □異常なし    □使用不可 

状況 

⑥設備・什の

状況 

複合機 

コピー機 

□確認中    □異常なし    □使用不可 

状況 

プリンタ

ー 

□確認中    □異常なし    □使用不可 

状況 

⑦その他 状況 

 
 

 

宮城県土木部事業管理課建設業振興・指導班  電話：022-211-3116 

ウェブサイトの URL https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/jigyokanri/bcpmoderu.html 

問い合わせ先・ＵＲＬ 

https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/jigyokanri/bcpmoderu.html
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公共工事を発注者から直接請け負おうとする建設業者は、経営に関する客観的事項について

経営事項審査を受けることで、各自治体における入札参加登録が可能となります。 

 

 

 

【対象】 

 建設業許可業者 

 

【申請先】 

（１）大臣許可業者→地方整備局 

（２）宮城県知事許可業者→宮城県土木部事業管理課 

 

【有効期間】 

審査の有効期間は審査基準日（決算日）から１年７か月（１９か月）です。したがって、毎年公共

工事を発注者から直接請け負おうとする場合は、毎年定期的に経審を受けることが必要です。 

例：令和６年３月３１日が審査基準日の場合は、有効期間は令和７年１０月３１日までです。 

 

【審査項目】 

（１）経営規模 

（２）技術力 

（３）経営状況 

（４）その他の審査項目（社会性等） 

 

【申請手順】 

次ページの流れ図を参照してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

経営事項審査（略称：「経審」） 

事業の概要 

内  容 
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宮城県土木部事業管理課建設業振興・指導班  電話：022-211-3116 

審査申込用メールアドレス： keishinyoyaku@pref.miyagi.lg.jp 

経営事項審査ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/jigyokanri/keishin-index.html 

問い合わせ先・参考メールアドレス・ＵＲＬ 

mailto:keishinyoyaku@pref.miyagi.lg.jp
https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/jigyokanri/keishin-index.html
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 宮城県の建設工事競争入札に参加するためには、あらかじめ宮城県競争入札参加資格を取

得する必要があります。 

 入札参加資格の登録は、特定の２か年度を対象としています。（例：令和５・６年度、令和７・８

年度）。定時申請を行う時期は対象年度の前年度になり、それ以外は随時申請となりますので、

詳しくは下記のホームページをご確認ください。 

 (定時申請：https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/keiyaku/20220712.html) 

 (随時申請：https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/keiyaku/kouzizuizi.html) 

 

 

 

発注案件は、入札情報サービスや電子入札システムで閲覧できます。 

入札公告や設計図書等は、入札情報サービスに掲載しています。 

（電子入札システム等案内ページ：https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/keiyaku/ksn.html） 

 

その他、発注見通しや入札公告予定（５億円以上）を公表しています。 

（発注見通し：https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/keiyaku/kk60.html） 

（入札公告予定：https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/keiyaku/kk10l.html） 

 

 

 

 

価格と価格以外の技術的な要素を総合的に評価して落札者を決定する方式です。 

 

工事毎に適用する型式が異なります。 

適用している型式は、案件毎に、入札公告で確認できます。 

型式毎の評価項目については、各型式の手引きをご覧ください。 

（手引き：https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/keiyaku/kk79.html）  

    

総合評価技術資料は、総合評価支援システムへの入力が必要です 

   操作方法に不明な点がある場合は、ヘルプデスクをご利用ください。 

（総合評価支援システム：https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/keiyaku/ksn.html 

ヘルプデスク：050-3820-9928） 

 

宮城県発注工事の入札関連情報 

宮城県競争入札参加資格登録について 

建設工事の発注情報について 

 

宮城県出納局契約課 https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/keiyaku/ 

管理班（入札参加登録について）  電話：022-211-3335 

工事契約班（入札や契約について） 電話:022-211-3336 

問い合わせ先・参考ＵＲＬ 

総合評価落札方式について 

https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/keiyaku/20220712.html
https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/keiyaku/kouzizuizi.html
https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/keiyaku/ksn.html
https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/keiyaku/kk60.html
https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/keiyaku/kk10l.html
https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/keiyaku/kk79.html
https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/keiyaku/ksn.html
https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/keiyaku/
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  建設業総合窓口（宮城県） 

対象者 県内で建設業を営む方、県内の建設業者に関わる方 

相談内容 
【建設業の経営に関する事項】 

・本業を強化したい。   ・新分野に進出したい。 

・他社と連携したい。   ・技術力を強化したい。 

 

などで、どこに相談すればよいかわからない場合 

 

問い合わせ先 
宮城県土木部事業管理課 建設業振興・指導班 

TEL ０２２－２１１－３１１６  FAX ０２２－２１１－３２９２ 

〒９８０－８５７０ 仙台市青葉区本町三丁目８－１ 

受付時間：８：３０～１２：００ １３：００～１７：１５（土日・祝日・閉庁日を除く） 

 

駆け込みホットライン（国土交通省） 

対象者 国土交通大臣許可業者に関わる方 

相談内容 
【元請業者と下請業者の間の請負契約上の法令違反】 

・下請工事に関し、書面による契約を行わなかった。 

・下請負人の責めに帰すべき理由がないにもかかわらず、下請負人の工期が

短縮されたことにより発生した増加費用を一方的に下請負人に負担させた。 

【工事の施工現場に関する法令違反】 

・一括下請負が行われている。 

・工事現場に必要な専任の管理技術者等が設置されていない。 

・無許可業者と 500 万円以上の下請契約を締結している。 

【虚偽の許可申請・経営事項審査申請による法令違反】 

・建設業の許可申請の際、虚偽の内容で建設業許可を取得している。 

・変更届の際、虚偽の内容を提出している。 

・経営事項審査申請の際、虚偽の内容で申請している。 

 

問い合わせ先 
建設業法令遵守推進本部「駆け込みホットライン」 

TEL：０５７０－０１８－２４０  FAX ０５７０－０１８－２４１ 

受付時間：１０：００～１２：００ １３：３０～１７：００（土日・祝日・閉庁日を除く） 

 

 

 

建設業に関するその他の相談窓口 
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建設業フォローアップ相談ダイヤル（国土交通省） 

対象者 建設業を営む方 

相談内容 
【品確法の運用指針に関する情報】 

・「歩切りの禁止」や「ダンピング対策」などの、品確法の運用指針の内容の実

施状況についての相談 

・公共工事の品質確保と担い手の中長期的な育成・確保といった、品確法の

基本理念に関連する現場の取組・実態についての情報 

【公共工事設計労務単価改訂後の請負契約に関する情報】 

・発注者と元請負人との請負契約についての情報 

・元請負人と下請負人との取引の際の法令違反、または、法令違反のおそれ

がある情報 

【社会保険未加入対策】 

・「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」や現場入場に関する相談 

 

問い合わせ先 
国土交通省不動産・建設経済局建設業課「建設業フォローアップ相談ダイヤル」 

TEL：０５７０－００４９７６ 

受付時間：１０：００～１２：００ １３：３０～１７：００（土日・祝日・閉庁日を除く） 

 

賃金など労働問題関係に関する相談窓口 

対象者 建設業者を含む労働者及び事業主 

相談内容 ・賃金未払いの相談 ・労働条件、労働災害の相談 ・雇用保険の相談 等 

 

問い合わせ先 
宮城労働局総合労働相談コーナー  ＴＥＬ：０２２－２９９－８８３４ 
仙台総合労働相談コーナー       ＴＥＬ：０２２－２９９－９０７５ 

石巻総合労働相談コーナー        ＴＥＬ：０２２５－２２－３３６５ 

古川総合労働相談コーナー        ＴＥＬ：０２２９－２２－２１１２ 

大河原総合労働相談コーナー      ＴＥＬ：０２２４－５３－２１５４ 

瀬峰総合労働相談コーナー        ＴＥＬ：０２２８－３８－３１３１ 

気仙沼総合労働相談コーナー      ＴＥＬ：０２２６－２５－６９２１ 

受付時間：９：００～１６：３０（共通、土日・祝日・閉庁日を除く） 

※ 石巻、古川、大河原、瀬峰、気仙沼各総合労働相談コーナーは日によって相

談員がいないことがあります。相談員の在否は曜日固定ではありません。 
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  建設業法に関する不正疑いの窓口 

対象者 県内で建設業を営む方、県内の建設業者に関わる方 

相談内容 
【請負契約に関する事項】 

・追加工事または変更工事が発生したが、変更契約を行わなかった。 

・契約書に定めがない建設廃棄物の処理費用等を一方的に差し引かれた。 

・原価割れの契約を強要された。 

【工事現場に関する事項】 

・一括下請負が行われている。 

・工事現場に必要となる監理技術者または主任技術者が配置されていない。 

【建設業許可・経営事項審査に関する事項】 

・ある業者が建設業許可申請の際、虚偽の内容で許可を取得している。 

・ある業者が経営事項審査の際、虚偽の内容で申請している。 

 

問い合わせ先 
宮城県土木部事業管理課 建設業振興・指導班 

TEL ０２２－２１１－３１１６  FAX ０２２－２１１－３２９２ 

〒９８０－８５７０ 仙台市青葉区本町三丁目８－１ 

受付時間：８：３０～１２：００ １３：００～１７：１５（土日・祝日・閉庁日を除く） 

 

【国土交通大臣許可業者については次の窓口となります】 

国土交通省東北地方整備局建政部建設産業課 建設業係 

TEL ０２２－２２５－２１７１（代表）  FAX ０２２－２２７－４４５９ 

〒９８０－８６０２ 仙台市青葉区本町三丁目３－１ 仙台第１合同庁舎Ｂ棟 

受付時間：９：１５～１２：００ １３：００～１８：００（土日・祝日・閉庁日を除く） 

 

 


